
















































1 経済産業省（2017）「伊藤レポート 2.0 持続的成長に向けた長期投資（ESG・無形資産投資）研究会報告書」, pp.9-
11 および pp.38-55。 
2 加賀谷哲之（2012）「持続的な企業価値創造のための非財務情報開示」『企業会計』, 64(6), pp.79-80。 
3 詳細については、金融庁（2019a）「記述情報の開示に関する原則」を参照されたい。 
4 詳細については、金融庁（2019b）「記述情報の開示の好事例集」を参照されたい。 


































































実証分析に用いたサンプルの条件は、新興企業が 2006 年から 2014 年にかけて東証
マザーズに新規上場した金融業を除く企業、成熟企業が 2017 年 10 月 31 日時点の
TOPIX100の構成銘柄に収録されている金融業を除く企業、倒産企業が帝国データバン
ク「全国企業倒産集計」の 2007 年度報から 2015 年度報にかけて収録されている金融
業を除く企業となっている。また、新興企業については上場年度と上場翌年度のデー














































































に用いたサンプルは、2019 年 10 月 31 日時点において TOPIX100 の構成銘柄に収録さ
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